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5 農林水産省（参照 2019.4.26）. 平成 30 年度 食料・農業・農村白書. 10. （オンライン）. 
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図序-1 担い手が耕作の依頼を断った理由（複数回答） 












出所：平成 30 年度 食料・農業・農村白書 P11 
4 
3. 水田整備による進展の可能性 
わが国の水田面積は一貫して減少傾向にあり，2016 年時点で 243 万 ha となっ
ている。このうち，効率的な機械化営農に対応できるとする 30a 程度以上に整
備された面積は 157 万 ha で全体の 64.7%と増加傾向にある。また，50a 以上に

















































出所：平成 30 年度 食料・農業・農村白書 P134 
図序-4 区画整備済の水田における汎用田の状況（2016 年） 





減少し，2016 年には 54kg/人7と約 50 年間で半減している。米の消費量と総人口











































「KPI」と略記）として，今後 10 年間（2023 年まで）で全農地面積の 8 割を担
い手に利用され，産業界の努力も反映して担い手の米の生産コストを現状全国
平均比（2011 年産：16,001 円/60kg）から 4 割削減する目標（9,600 円/60kg）を
決定した9。これに対して，組織法人経営体における2012年産の米生産費は11,187






て推察した。その結果，2012 年産が 96,358 円/10a，2016 年産は 102,549 円/10a
と過去 5 年間で増加傾向にあった。費目別には利子・地代等の費用の大半が減




9 首相官邸（参照 2019.11.12）. 日本再興戦略 2016―第 4 次産業革命に向けて―. 79. （オンライ
ン）.  https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/2016_zentaihombun.pdf 
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図序-5 生産費の推移（60kg 当たり） 
出所：農林水産省大臣官房統計部資料より筆者作成 
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次に，米生産にかかる投下労働時間は，2012 産が 15.8 時間/10a，2016 年産は
15.9 時間/10a と横ばい傾向になっていた（図序-7）。この間，労働単価12は 1,440











































































図序-7 米の労働時間の推移（10a 当たり） 
出所：農林水産省大臣官房統計部資料より筆者作成 
間接労働時間
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14.7 14.9 14.7 15.3
管理 9％減
（時間/10a）15.2
図序-9 米生産の直接労働時間の推移（10a 当たり） 
出所：農林水産省大臣官房統計部資料より筆者作成 










































































































































げるなか，2016 年度時点では，全農地面積 447 万 ha に対して，担い手への農地




























































出所：平成 30 年度 食料・農業・農村白書 P112 
22 
2. 農業の高付加価値化の課題 




業の年間総販売金額は，前年度比 5%増加の約 2 兆円（農産物直売所 9,974 億円，
農産物加工 8,923 億円，観光農園 378 億円等）となっている（図序-14）。これを











































出所：平成 30 年度 食料・農業・農村白書 P136 
図序-14 農業生産関連事業の年間総販売金額 
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しい。例えば 1 集落 1 農場制のような完全な面的連続性の実現を目指す取組や
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研究を 1 点目とし，その概要を表 2-1 に示した。つぎに圃場枚数の増加に伴い複
雑化する圃場巡回を鑑みて，総コストが最小となる経路探索等の「巡回管理の
最適化」に関する研究を 2 点目とし，その概要を表 2-2 に示した。また，作業条
件や制約を加えた応用問題として「作業計画の最適化」に関する研究を 3 点目













































































































































































































































































































































































































































































































TSP 問題は，四半世紀前に Hopfield が相互結合方式ニューラルネットワーク
を適用して 10 都市の最短経路長の探索に成功し話題となった。近年は遺伝的ア
ルゴリズム（Genetic Algorithm：以下，「GA」と略記）やカオスを用いた手法も
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日本再興戦略では，農業分野の KPI として，今後 10 年間（2023 年まで）で全
農地面積の 8 割が担い手によって利用され，資材・流通面等での産業界の努力
も反映して担い手の米の生産コストを現状全国平均比（16,001 円/60kg）の 4 割
削減する目標（9,600 円/60kg）を決定した26。他方で，組織法人経営体における
2016 年産の米生産費は 11,656 円/60kg27（前掲：図序-5），同じく労働時間の推移



















26 首相官邸（参照 2018.11.6）. 2018. 日本再興戦略 2016―第 4 次産業革命に向けて―. 79. （オ
ンライン）. https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/zentaihombun_160602.pdf. 





















































































































































し計算回数の上限は C とし，c は第 c 回目の繰り返し計算を意味する。本研究で
は C=1,000,000 としている。 
N は訪問地点総数であり，スタート地点（意味的には訪問地点外）を 0 とし
て，全ての訪問地点には連番の ID が割り振られている。次いで，a 及び b は共
に 1≦a， b≦N となる自然数（ただし，a < b）とし，a，b は訪問地点の ID（訪
問地点番号）に相当する。r( )は具体的な訪問地点そのものを意味し，( )内には
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引数として地点 ID が入る。例えば，繰り返し計算 c 回目の r(b)は，その時点で
の最適な巡回経路においてスタートから b 番目の地点を意味する。同様に，計
算 c 回目の巡回経路の総移動距離を D(c)とし，その時点で最短となる総移動距
離を D_min(c)とする。よって，最近傍法で算出した初期の最適解の総移動距離
は D(0)と表記され，D_min(0) = D(0)となる。以上を踏まえた一連のアルゴリズ















D_min(c-1) > D (c)
c = 0， D_min (0) = D (0)，c = 1
no
c = C
c = c + 1
巡回経路r()を更新
yes
D_min (c) = D (c)









=1,000,000 としている。a'及び b'は共に 1≦a'， b'≦N となる自然数（ただし，a' 





を全て車で移動した際の総移動時間は T(0)と表記され，T_min(0) = T(0)となる。














T_min (c’-1) > T (c’)
c‘ = 0， w(i)の初期値は0(人)-1(車)ダミーでランダムに決定，c’ = 1
no
c' = C’
c' = c’ + 1
移動手段w()を更新
yes
T_min (c’) = T (c’)
図 3-2 各地点間の移動手段決定に関するアルゴリズム 
64 
なお，車移動の場合は始動と停止を意味する 2 回の車準備時間（単位時間を t
とする）が計上され，現実的な行動がそうであるように，車移動が連続する際
にも毎回停車と発車の車準備時間（2×t）を要する。図 3 の T(c’)の計算には，
この車準備時間 t の概念が含まれている。 
対して，徒歩移動が連続する場合は，直近で車移動から徒歩移動に切り替わ
った地点（仮に n とする）に車が停車されていることになるため，再度徒歩移
動から車移動に切り替わる地点（仮に n’とする）で一旦地点 n まで車を取りに
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設立当初の約 15ha から約 42ha にまで規模拡大を図っている。管理農地は登記上
の筆数で約 200 弱となっているが，一部の農地が畔抜きによる大区画で利用さ
れていることなどから実際は 134 筆（図中に着色）となっている。また，農地























図 4-2 法人 N の農地分布（2016 年） 
★：法人Ｎの事務所 







































図 4-3 ランダム集積のイメージ 
（新規農地が今後も無作為に増加していくパターン） 












計速度のうち，低規格道路の第 4 種第 4 級を参考に下位 1 位（20km/h）と 2 位
（30km/h）の二通りのパターンを考える。また，人が歩く速度（以下，人速度
V2 と略記）は，1km/h，3km/h，5km/h の 3 通りを考える。この根拠は，健常成





を考慮し，車準備 t を 20 秒と 40 秒の 2 通りと仮定した。これらの設定条件を踏
まえ，表 4-1 のとおり 12 通りの状況を設定した。 
圃場間の位置関係は GIS 上で求めた各圃場の重心座標をもとに把握し，その
表現は公共測量座標系に準じ平面直角座標系（x，y）とした。また，計算プロ
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法人 N の実態に即して，圃場巡回のスタート地点及び終着地点は法人 N の事
務所とし，全ての管理農地を一度ずつ経由する巡回行動を基本とする。 
前掲の図 4-2 において，N 法人が管理する網掛けの農地 134 筆以外の白抜きの
周辺農地（346 筆）が，本シミュレーションにおける新規農地獲得の対象農地で
ある。農地集積は段階的に行われるため，表 4-2 のように現在の管理農地数比
100%を上限として，基準となる現況を表す Case 0 に加えて，Case 1～Case 5（20%，






のであり，選択される新規農地と現況の管理農地 134 筆（Case 0）の位置関係に
全くの因果関係はない。ランダム集積は選択される新規農地の位置によってシ
ミュレーション結果は異なる。このため，本研究では，現況を表す Case0 以外，
各 Case とも 10 通りの新規農地の組み合わせを用いてシミュレーションを行い，
その平均値を考察対象とした。各 Case における新規農地のデータセットについ













Case 0 ±0 0 0 
Case 1 +20% 27 26.0  3.9 
Case 2 +40% 54 53.1  7.5 
Case 3 +60% 80 80.7  8.9 
Case 4 +80% 107 110.0  10.8 
Case 5 +100% 134 140.1  10.5 
Ave：Average（平均），SD：standard deviation（標準偏差） 
  
表 4-2 各 Case における新規農地のデータセット 
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対して，計画的集積の新規農地の獲得プロセスは，Arc GIS 10.5（Esri 社）の
空間検索機能を用いて，現況の管理農地（Case 0）からバッファーを 1m 単位で
拡大させ，重心座標がその範囲に含まれる近接農地を逐次抽出していく（図 4-6）。
つまり，獲得プロセスは必然的に 1 通りとなり，新規農地数が F20%から F100%







図 4-6 計画的集積の新規農地獲得のイメージ（R=63m の場合） 
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第4節 シミュレーション結果 
















































訪問地点数（n） Case 0 Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 Case 5 
ランダム集積 134  160  187  215  244  274  
計画的集積 134  161  188  214  241  268  
徒歩移動率（%） 徒歩移動の区間／全訪問地点間の区間数×100 
1) 
ランダム集積 0  0  0  0  0  0  
計画的集積 0  0  0  0  0  0  
2) 
ランダム集積 0  0  0  0  0  0  
計画的集積 0  0  0  0  0  0  
3) 
ランダム集積 0  0  1  1  1  2  
計画的集積 0  4  2  9  9  17  
4) 
ランダム集積 27  30  32  34  37  43  
計画的集積 27  50  60  61  61  69  
5) 
ランダム集積 27  30  31  36  38  42  
計画的集積 27  51  59  61  58  67  
6) 
ランダム集積 77  73  78  78  82  84  
計画的集積 77  86  88  82  92  94  
7) 
ランダム集積 0  0  0  0  0  0  
計画的集積 0  0  0  0  0  0  
8) 
ランダム集積 0  0  0  0  0  0  
計画的集積 0  0  0  0  0  0  
9) 
ランダム集積 0  0  1  1  1  1  
計画的集積 0  3  2  5  9  7  
10) 
ランダム集積 27  30  30  31  34  40  
計画的集積 27  50  56  60  67  65  
11) 
ランダム集積 26  26  27  28  31  36  
計画的集積 26  41  52  58  62  64  
12) 
ランダム集積 72  69  75  75  78  82  
計画的集積 72  82  86  82  92  91  











次に，V1，V2，及び t の時間設定の組み合わせで設定した 12 通りの条件下で，
最短となる総移動距離 D_min(C’)及び総移動時間 T_min(C’)の増加割合を対
Case 0 比で時系列に整理し，農地集積パターンの違いから以下の傾向を示した。 




図 4-8 の結果を細かに分析すると，ランダム集積の場合は，車速度 V1，人速
度 V2，車準備 t の設定による特徴的な差異は見られなかった。他方，計画的集
積の場合は異なった傾向が見られる。具体的には，車速度 V1 の差違はほぼ結果
に影響を及ぼさないが，車準備 t が短い（つまり迅速に乗降する）場合は，人速
度 V2 が低速ほど D_min(C’)の増加は低く推移し，車準備 t が長い（つまり冗長





  図 4-8 総移動距離 D_min(C')の増加に関するシミュレーション結果 
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図 4-9 の結果を表 4-3 と併せて細かに分析すると，ランダム集積の総移動時間
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（有効回答 1,875 人）では，その約 4 割が関心の高い施策の一つに農地集積をあ
げている30。この結果は，農地集積が生産コストの低減や農業所得の向上など正
の影響を与えるとする期待値とも受け取れる。 

















29 農林水産省（参照 2019.4.26）. 平成 30 年度 食料・農業・農村白書. 111. （オンライン）. 
http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h29/pdf/zenbun.pdf． 
30 農林水産省（参照 2019.4.24）. 平成 30 年度 食料・農業・農村白書. 10-11. （オンライン）. 
http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h29/pdf/zenbun.pdf． 


































































経営体であれば 100ha 以上，中山間地域の経営体であれば集落の 8 割以上の農
地集積を完了した段階と定義し，以下の 2 経営体を研究対象とした。なお，経
営体の実態調査については，複数回のインタビュー調査と過去 5 年間（2014 年
～2018 年）の農業生産及び作業記録に関する情報収集を行った。 
 
(1) 農業法人 K（平坦地域） 
平坦地域の調査対象は，石川県金沢市北部で水稲作を中心に農業経営を行う







れを合わせた経営面積は，2018 年現在で約 126ha，筆数は約 780 筆となってい
 
33 農林水産省（参照 2019.4.26）. 平成 30 年度 食料・農業・農村白書. 199. （オンライン）. 
http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h29/pdf/zenbun.pdf． 
93 
る。土地利用は，農地全体の約 2/3 が水稲作，約 1/3 が大麦と大豆の二毛作，干
拓地の一部の湿田ではレンコンを 1.7ha 作付けしている。 
 
(2) 集落営農組合 U（中山間地域） 
中山間地域の調査対象は，金沢市に隣接する河北郡津幡町の山間部で水稲作
を行う集落営農組合 U（以下，組合 U と略記）である（図 5-2）。元々は集落で
取り組む中山間地域等直接支払交付金34を共同機械の購入費用に充てようと，同
制度の協定農地約 12ha を共同管理する方針の下，2010 年に農家 16 戸（現在 14
戸）で設立した。組合を構成する 14 世帯のうち 5 世帯（60 代 1 名，70 代 1 名，
80 代 3 名）はすでに作業の全てを一任したいとし（これをリタイアと捉える），
現在は 9 世帯で共同管理を実施する（2019 年 6 月）。水稲作については，9 世帯
のうち 2 世帯（70 代 1 名，80 代 1 名）が施肥・管理のみ従事し，残りの 7 世帯
（40 代 1 名，50 代 2 名，60 代 2 名，70 代 2 名）で機械作業を併せ行う。この
うち 70 代の 2 名を除く 5 名が会社勤めをしており，このなかで 60 代の 1 名が
生産組合長と共同機械の使用管理・点検整備を兼務している。集積地は協定農
地の 1 部を除く約 11ha で，その範囲は 1 集落ではあるものの，集落の約 9 割を
集積する。しかし，任意団体であることを理由に，利用権設定は行っていない。


























図 5-1 農業法人 K（平坦地域） 



















35 農林水産省（参照 2019.8.21）. 平成 31 年度経営所得安定対策等の概要. （オンライン）. 
http://www.maff.go.jp/j/kobetu_ninaite/keiei/pdf/attach/pdf/pamph-2.pdf. 
2014年産 2016年産 2018年産 2014年産 2016年産 2018年産
作付面積 （ ha ） 69.9 81.2 84.0 9.2 8.1 8.0
①主食用米 45.2 49.0 50.7 6.6 5.6 4.7
②加工用米・備蓄米・新規需要米 24.7 32.2 33.3 2.6 2.5 3.3
生産量 （ ton ） 340.1 468.9 521.4 40.4 36.2 38.9
①主食用米 189.6 268.8 292.8 26.7 22.6 19.8
②加工用米・備蓄米・新規需要米 150.5 200.1 228.6 13.7 13.6 19.1
単収 （ kg/10a ） 487 577 621 439 447 486
①主食用米 419 549 578 405 404 421

























表 5-2 その他作物の生産実績 
2014年産 2016年産 2018年産
作付面積 （ ha ） 46.0 42.6 40.7
生産量 （ ton ） 71.5 91.0 52.0
単収 （ kg/10a ） 155 214 128
作付面積 （ ha ） 54.6 42.0 40.7
生産量 （ ton ） 80.7 50.5 47.0
単収 （ kg/10a ） 148 120 115
作付面積 （ ha ） 1.2 1.7 1.7
生産量 （ ton ） 19.4 23.9 24.8












積極的に農地集積を進めてきた法人 K と集落の約 9 割を集積してきた組合 U
を対象とし，以下の 3 つの視点からインタビュー調査を行った。経営体へのイ
ンタビュー調査の内容，及び結果について，法人 K（平坦地域）は表 5-3，組合
U（中山間地域）については表 5-4 に示す。 
 
 
① 現行の集積地 （条件不利地を抱える現状や日常管理の負担等） 
② 集積過程における経営体の創意工夫等 （地域での創意工夫や体制づくり等） 















































































































































































































表 5-4 組合 U の調査結果 
100 
4. 結果の整理 
法人 K，及び組合 U へのインタビュー調査の結果，集積過程における創意工
夫や体制づくり等について，以下の特徴的な傾向が見られた。 
 















































































































































米を導入した。現在は全体の約 4 割を作付けし単収の増加も見られる。 
基本的には，組合員が，元々所有する農地を中心として生産管理を担う体制











































































































農地集積完了後の実態調査では，平坦地域の法人 K と中山間地域の組合 U の
両者において，今後の面積拡大の意志に明確な違いが表れた。 
平坦地域において積極的に農地集積を進めてきた法人 K は，水稲作の面積に
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図 6-1 農業の高付加価値化の各種取組 
出所：農林水産省農村振興局整備部農地資源課より提供 
(農)門崎ファーム（岩手県 一関市） ＪＡ蒲郡市柑橘組合（愛知県 蒲郡市） 
(農)聖の郷かわしり（広島県 世羅町） (農)万葉の郷ぬかづか（滋賀県 東近江市） 


















了した全国 26 道県の 74 地区の担い手 814 名で，農業の高付加価値化への取組
内容のほか，水田利用による高収益作物の導入・拡大の取組状況や経営状況を



































































































































帰分析は BellCurve for Excel（version2.13）を用いた。 
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単位面積当たり収益 数量 （総収入※4-総支出※5）÷経営耕地面積 H27 
※1 所有地（貸付耕地および耕作放棄地を除く）と借入地の合計 
※2 農地利用集積面積のうち，1 区画または複数区画で北海道では 1.5ha 以上，都府県では 1ha
以上が集合する農用地 
























表 6-2 重回帰分析結果（変数選択後） 
 
要因 指 標 
標準偏 
回帰係数 



























⑦法人化 -0.265 -3.215 0.002 -0.243 1.052 






数は 0.68，決定係数（自由度調整済み）は 0.43 であった。なお，回帰関係は分
散分析結果（有意 F≦0.01），回帰係数は t 検定（P 値≦0.01）から，いずれも有













































































植野栄治・増岡宏司・三谷和也・中田摂子. 2014. 農地整備が農地利用集積に与える影響. 農
業農村工学会誌. 82(9):29-32． 
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本研究の成果をまとめると，以下の 4 つに要約される。 
 

















































































































要     約 
























































































































































































数とする重回帰分析により 7 指標（前掲：表 6-1）の影響について評価を行った。
第 3 節では，重回帰分析の結果から，有意性の見られた 4 つの指標について整
理し，このなかで③大区画化率と④野菜等の作付率（麦・大豆除く）は取組の
収益に正の影響を示し，①耕地利用率と⑦法人化は取組の収益に負の影響を示












巻 末 資 料 
 
表巻-1 重回帰分析結果一覧表  















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 9,807 105% 100% 89% 4% 1 1 1
27 33,152 182% 100% 100% 47% 1 1 1
74 38,005 100% 100% 0% 14% 1 0 0
88 37,531 100% 92% 60% 1% 1 0 0
99 27,273 100% 100% 100% 0% 0 0 0
101 -11,864 100% 61% 59% 0% 0 1 1
75 15,367 35% 100% 71% 17% 1 1 1
83 50,499 65% 100% 80% 4% 1 1 1
87 49,877 76% 100% 19% 0% 0 1 0
180 7,132 100% 100% 49% 13% 1 0 0
194 37,013 58% 100% 74% 0% 0 1 0
627 66,629 96% 51% 87% 0% 0 1 0
173 -21,623 100% 100% 33% 0% 1 0 0
189 16,642 100% 100% 32% 44% 1 0 0
195 42,580 100% 100% 48% 3% 1 0 0
317 31,860 100% 74% 59% 0% 0 0 0
322 14,429 124% 93% 82% 1% 1 1 1
323 1,600 100% 100% 56% 0% 0 1 0
251 15,946 100% 50% 77% 0% 0 1 1
231 67,583 88% 34% 83% 6% 1 0 0
218 23,490 100% 100% 100% 2% 1 0 0
219 28,559 100% 41% 100% 0% 0 1 0
232 30,205 100% 96% 97% 3% 1 0 0
239 26,389 100% 71% 100% 0% 0 1 0
240 4,958 86% 71% 100% 0% 0 0 0
256 23,447 100% 23% 0% 0% 0 0 0
313 -542 100% 100% 91% 4% 1 1 1
274 -32,909 100% 4% 0% 25% 1 0 0
320 -166,810 862% 52% 100% 0% 0 0 0
280 15,798 102% 69% 5% 0% 0 1 0
458 10,526 100% 18% 42% 0% 0 0 0
459 34,143 100% 69% 77% 0% 0 0 0
462 36,471 99% 48% 48% 2% 1 0 0
467 21,013 100% 38% 38% 0% 0 0 0
469 56,044 100% 65% 76% 2% 1 0 0
474 28,302 100% 87% 87% 0% 0 0 0
28 1,282 100% 91% 91% 0% 1 1 1
413 -23,358 66% 99% 0% 5% 1 0 0
29 0 100% 53% 53% 1% 1 1 0
314 13,597 100% 88% 88% 1% 1 0 0
475 153,393 100% 71% 89% 32% 1 1 0
476 42,388 100% 24% 24% 15% 1 1 0
441 -22,883 95% 100% 87% 0% 0 1 1
477 44,408 100% 38% 25% 22% 1 1 0
478 36,675 100% 63% 38% 10% 1 1 0
479 81,854 100% 49% 33% 28% 1 1 0
455 29,582 99% 52% 34% 15% 1 1 0
457 73,563 94% 25% 0% 16% 1 1 0
26 31,070 100% 56% 34% 0% 0 1 1
534 671 165% 86% 63% 0% 0 0 0
352 34,865 76% 60% 100% 5% 1 1 1
392 37,709 100% 100% 73% 0% 0 0 0
396 35,091 100% 92% 64% 0% 0 0 0
440 15,761 92% 98% 77% 0% 0 1 1
443 31,034 100% 15% 78% 0% 0 0 0
445 44,200 102% 46% 86% 2% 1 0 0
419 16,471 100% 100% 0% 0% 0 0 0
543 54,545 100% 100% 100% 0% 0 0 0
545 33,048 100% 100% 100% 0% 0 0 0
546 23,375 100% 100% 100% 0% 0 0 0
549 213 100% 85% 100% 0% 0 0 0
541 12,915 119% 92% 60% 23% 1 1 1
550 28,727 100% 83% 94% 0% 0 0 0
544 16,246 99% 46% 100% 2% 1 0 0
553 27,282 100% 11% 100% 0% 0 0 0
554 161,344 100% 100% 100% 0% 0 0 0
687 12,156 100% 61% 31% 13% 1 1 1
689 -50,922 135% 3% 0% 4% 1 1 1
692 1,878 123% 80% 0% 2% 1 1 1
693 27,725 100% 75% 0% 13% 1 0 0
656 6,531 98% 16% 0% 2% 1 0 1
679 16,809 104% 6% 0% 7% 1 0 1
695 12,879 100% 100% 0% 5% 1 1 1
699 -31,424 101% 100% 0% 1% 1 0 0
700 3,077 126% 100% 0% 5% 1 1 1
701 -15,833 123% 100% 0% 1% 1 1 1
683 10,058 100% 100% 0% 22% 1 1 1
542 20,968 100% 61% 71% 0% 0 0 0
38 16,125 100% 100% 68% 11% 1 1 1
21 15,695 140% 99% 30% 32% 1 0 0
209 64,724 100% 100% 0% 0% 0 1 0
210 51,284 100% 100% 0% 0% 0 1 0
452 10,043 196% 100% 6% 40% 1 1 1
688 -1,656 114% 100% 0% 3% 1 1 1
691 28,176 113% 15% 31% 13% 1 1 1
524 3,619 88% 8% 66% 43% 1 1 1
697 -47,487 122% 82% 0% 0% 0 1 0
698 -19,528 99% 100% 0% 3% 1 1 1
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